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緒言

　2007年度後半から，農産物輸出国の天候不順や

エネルギ－生産のための飼料・食料作物から資源作

物への転換が進み，食料穀物の価格高騰が起きてい

る。我が国の食料自給率は約39％（カロリ－ベ－ス）

であり，先進国の中でも特に低く1) ,自給率向上の

ための食料増産の必要性はより高まっている2)。食

料の自給において3大栄養素である炭水化物および

脂質については休耕田の復活や油脂性作物の栽培増

加により対応可能と予測されるが，タンパク質につ

いては四方を海に囲まれた我が国では水産資源に依

存せざるを得ない。しかし FAO 3)によれば，海洋

水産資源のうち約1/2が満限利用，約1/4が過剰利

用か枯渇，残りの1/4が適度な利用か低・未利用と

されている。また最近では燃油の高騰が漁業経営を

圧迫しており，資源面・経済面から獲る漁業による

水産資源の確保は次第に困難になりつつある。

　この点，二枚貝の養殖は稚貝を海中に垂下し無給

餌で一定期間栽培後に収穫でき，沿岸海域の生産力

を効率的に利用した環境に低負荷で持続性に優れ，

燃油などのエネルギーの消費も少ない，省エネル

ギー型漁業の一つであり，タンパク源確保の観点か

ら今後重要性が増してゆくと考えられる。

　1997年から2007年にかけて，我が国の漁業によ

る生産量は598万 4,857トンから439万 6,826トン

まで減少したが，養殖貝類収穫量は全生産量に占め

る割合が1割程度と少ないものの，42万トンから

49万トンの間で比較的安定している4)。しかし，日

本海側においては秋田県から島根県までの養殖貝類

収穫量は2007年に 3,875トンであり，全国の収穫

量の約0.9％を占めるに留まっている4)。この一因

は，日本海側には冬期の風浪に耐えうる養殖場所が

少ないことにあると考えられ，収穫量は新潟，石川

県といった内湾域を持つ地域で多く，また，島根県

は隠岐島に季節風を防ぐことができる内湾が多く，

島根半島でも季節風の影響の少ない入り江が散在す

るため，養殖施設の設置が可能な水域が他の日本海

側の県に比べて多いことから日本海側で第3位と

なっており4)，特に隠岐島において養殖への関心は

高い。

　本章では，島根県の漁業・養殖業の変遷を概観し，

本研究の意義について述べる。

１　島根県漁業の変遷

　本節では，島根県内の漁業の中で，沿岸漁業に占

める養殖業の位置づけを探るため，漁獲統計に沿岸

漁業の区分が設定されている1979年から2005年の

27年間について解析を行った。なお，解析にあたっ

て用いた資料は，1979～ 2005年「島根県漁業の動き」

（島根農林統計協会発行）である。

　Fig.1に，島根県の1979年から 2005年にかけて

の総漁獲量，沿岸漁業による漁獲量，および養殖の

生産量を示した。本県の漁獲量は，1979年の 24万

9,075トンから 1989年の 56万 2,119トンまで順調

に増加したが，以後減少に転じた。1995年にマイ

ワシSardinops melanosticus の漁獲が半減したた

め，漁獲量が大きく落ち込み，2001年に 9万 7,144

トンと最低を記録した後は10万トンから12万トン

程度で推移した。

　Fig.2に示すように本県で最も漁獲量の多い漁業

種類は広義のまき網（大中まき網と巾着網）である。

まき網漁業の漁獲量が全漁獲量に占める割合は48

～ 86％であり，中でもマイワシの漁獲が多かった

1989年から1995年までは80％前後を占めた。

　一方，沿岸漁業（定義：漁船非使用，無動力，動

力船10トン未満，定置網，地引き網および海面養

殖の総称）の漁獲量は，1979～ 1983年に 10万 1,100 

～ 12万 227トンであり，全漁獲量の 32～ 40％を

占めたが，それ以降漁業経営体の減少やそれに伴う

漁獲量の減少のため，除々に減少し，1998年以降

は1万トン台となった。それに伴い全漁獲量に占め

る割合も低下し，1989年以降は9～ 16％を占める

に止まった。

　沿岸漁業のうち海面養殖の収穫量は，1985年に

3,500トンを記録したが，以降ブリ養殖やワカメ養

殖が不振となって減少し，2003年以降は 1,000ト

ン以下となった。Fig.3に示すように沿岸漁業漁獲

量の中で養殖収穫量の占める割合は養殖以外の沿岸

漁業が盛んであった1989年までは 2～ 5％であっ

たが，1990年以降のそれら沿岸漁業の漁獲量の減

少に伴い相対的に養殖業が占める割合が上昇し，4

～ 10％で推移しており，沿岸漁業の中で養殖業の

重要度が高まりつつあると考えられた。

　さらに、Fig.4に示すように本県の出雲，石見，

および隠岐海区別に沿岸漁業の主要種類である刺し
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網，イカ釣り，延べ縄，採貝藻，および定置網の総

漁獲量と養殖収穫量を比較すると，養殖収穫量の占

める割合は出雲海区で3～ 9％（平均5.6％），石見

海区で0～1％（平均0.5％），隠岐海区で7～31％（平

均 16.4％）と，隠岐海区で際だって高く，隠岐に

おける養殖業の重要度は極めて高い。

２　島根県における養殖業の変遷

　本節では，本県の海面における養殖業の変遷を概

観し，中でも本研究に関わりの深いイタヤガイとイ

ワガキについては生態や漁業の概要，および両種が

養殖種として選定された経緯や養殖技術開発の状況

について記述する。

　なお，本節では，「島根農林水産統計年報5)」を資

料として用いた。Fig.5に島根県の魚介類養殖の生

産量の変遷を魚種別に示した。

2.1　魚類・藻類養殖の変遷

　Fig.5 に示すように本県では，1965 年からブリ

Seriola quinqueradeiata と ワ カ メ Undaria 

pinnatifida の養殖が始まった6,7)。ブリ養殖は主に

隠岐地区で発展し，1979～ 1996年にかけて800ト

ンを超え，1996年には最高の 2,270トンの収穫が

あった。ワカメ養殖は出雲地区と隠岐地区で発展し，

1969～ 1993年まで 1,000トンを超え，1974年には

最高の3,336トンの収穫を揚げた。このように両種

とも一時期本県の代表的な養殖魚種となっていた。

その後，ブリ養殖は餌となるマイワシ漁獲量の急減

や販売価格の低迷などにより廃業する生産者が増加

し，現在は島内消費程度の養殖量となり，ほとんど

実体がなくなった。ワカメ養殖はその後輸入の増加

や販売価格の低迷，生産者の高齢化により生産量が

減少したが，本県特産の「板ワカメ」に根強い需要

があり，2008年も 300トン程度と本県第 1位の生

産量となっている。

 また，ヒラメParalichthys olivaceus 養殖は，島

根県栽培漁業センター（現：島根県水産技術センター

栽培漁業部，以降省略）で1984年からヒラメの種

苗生産が行われ，養殖用の種苗の供給が開始された

ことにより事業化され8)，1987 年から 1994 年にか

けては100トン以上の生産を揚げた。しかし，それ

以降，主に海面生け簀での疾病の発生や夏期高水温

による斃死，および全国的な生産過剰による販売価

格の下落・低迷により廃業が増加したため1997年

以降生産量が激減し，2005年以降は漁獲統計に載

らなくなった。

2.2　二枚貝の養殖の変遷

　本県における二枚貝養殖は，1907年頃から中海

で始まったサルボウガイScapharca kagoshimensis

養殖が最も古い9)。この養殖は，天然で発生した稚

貝を漁具を用いて採取して生育適地に放流し，商品

サイズとなった時に漁獲する方法と，海中にワラな

どで作った採苗器を垂下し，付着した稚貝を生育適

地に放流して漁獲する方法があり，いずれも粗放的

な養殖手法であった9)。生産量は1964年に111トン，

1968年に 651トンあり，その後200～ 300トンの生

産があったが，環境悪化や干拓事業開始のため生産

量が減少し，1978年には生産がなくなった9)。また，

マガキCrassostrea gigas は中海において 1939 年

頃から民間業者が宮城県などから種カキを移入して

養殖を開始した9)。1955年には970トンの生産があっ

たが，1948年頃から大量斃死がたびたび発生し始め，

1970年頃には養殖の実態がなくなった。

　また，中海以外の地域での養殖は，1961年に民

間業者が隠岐島西郷湾で始めたアコヤ真珠Pinctada 

martensii養殖とマガキ養殖が初めである9)。しかし，

アコヤ真珠養殖とマガキ養殖はその後ほとんど規模

が拡大せず，他地域への波及もほとんどなかった。

アコヤ真珠とマガキに続いて，1972年より北海道

からホタテガイPatinopecten yessoensis の半成貝

（殻長5～ 6cm）を導入し，海水温がホタテガイの

温度耐性の上限である24℃になる前に出荷するこ

とで養殖を成立させようとしたが10)，長時間の搬送

による斃死や成長不良により生産量が安定せず，

1977，1979年の 9トンを最高に，1979年以降は導

入が中止された(Fig. 5B)。その後1980年から主に

天然採苗により採取された稚貝を用いてイタヤガイ

Pecten albicans 養殖が行われた11)。1984 年には

215トンと生産量が最大となったが，その年から天

然採苗で得られる稚貝数が減少し，それを補うため

の人工種苗生産による種苗の供給も的確に行えな

かったため，生産者の需要を満たせず，2003年以

降は養殖生産がなくなった。1986年頃から隠岐地

区の一部の生産者はイタヤガイ種苗の不足による養

殖生産の縮小を回避するため，イタヤガイと同科の

ヒオウギChlamys nobilis を和歌山県，大分県など

から導入し，1987年からは隠岐地区の民間業者が

ヒオウギの人工種苗生産を開始した。その後さらに
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民間業者が1社参入し，現在計2社で種苗生産が行

われている。生産量は1991年に 13トンであったが

1994年からは増加し，2003年を除いて22トンから

56トンの間で推移している。本種は和歌山県，大

分県などで先行して量産しており，後発の本県では

ネット販売や島内向け販売などで販路が限られるこ

と，および同科のホタテガイに比べて小型のため一

般の販売には不利であることなどから，生産量は低

迷している。

　また，イタヤガイの後継養殖種であるイワガキ

Crassostrea nippona の人工種苗生産技術が開発さ

れ，1996年からは養殖イワガキの出荷が開始された。

漁獲統計によれば，本県の養殖イワガキの生産量は

1996年から 2000年までは 10トンレベルの生産量

であった。しかし，1998年に島根県栽培漁業センター

が種苗生産を開始し生産者へ稚貝の供給を始めるな

どしたため，3年後の2001年には33ｔの生産量と

なり，その後，2008年に 172トンまで増加して本

県第2位の生産量となっている。生産額は2007年

に 1億円を越えた。

　Fig.6に示すように二枚貝の養殖量は，2003年ま

では全養殖生産量の10％以下であったが，それ以

降10％以上となり，2007年以降は30％を越え，重

要性を増している。

2.3　イタヤガイ養殖

2.3.1　生態と漁業

　イタヤガイは漁業上重要な種を多く含むイタヤガ

イ科に属し12)，北海道以南の日本，中国，韓国，台

湾沿岸の砂泥底に生息する二枚貝である｡本種が主

として漁獲されていた地域は東から千葉県館山海

域，石川県外浦海域,鳥取県沿岸，島根県沿岸，福

岡県玄界灘である13) ｡Table 1に，1956年から 1993

年までの本種の地域別漁獲統計を示す14)。

　本種の年間総漁獲量は1トンから2万 6,139トン

まで著しい変動があった。最も多量に漁獲された

年は1965～ 1967年の 3年間であった｡この時石川

県および島根県で大量の漁獲が報告されたが，1987

年以降は漁獲量が減少した｡漁獲が報告されている

府県のうち，石川県，鳥取県，島根県，福岡県，佐

賀県および鹿児島県では多く漁獲されたが，比較的

継続して漁獲されているのは鳥取県のみで，他は偶

発的な大発生群を数年で漁獲しつくし，漁業が終了

するという傾向が観察される｡千葉県，神奈川県，

三重県，大分県，京都府，および山口県では年間数

トンから数十トンの漁獲が1年から3年続いた後漁

獲が見られなくなった｡

　このように本種の漁獲は偶発的な大発生とそれに

引き続く漁獲により資源が枯渇するという過程をた

どり，稚貝の継続的な添加が見られないため15) , 資

源管理による安定した漁獲は極めて困難である｡

2.3.2　養殖業の変遷

　本種が養殖対象としてとりあげられた要因は

1978年から1980年にかけて島根半島で天然採苗が

試みられ16)，養殖の事業化に十分な量の稚貝が得ら

れる見通しがたったこと，および得られた稚貝を用

いて島根県隠岐島西郷湾で試験養殖が行われ，養殖

開始から殻長8cm以上となり出荷に至る期間が約1

年であることや，養殖貝は天然貝に比べて軟体部重

量が大きいことがわかったことからである17) ｡ 以

後，島根県沿岸で天然採苗による稚貝の確保とそれ

を用いた養殖が事業化された｡

2.3.3　養殖施設

　本県での養殖は当初隠岐島西郷湾で試みられ，す

ぐに隠岐島島前海域や島根半島の内湾全域に拡大

し，採苗稚貝数の増加に伴い次第に外海域にも拡大

した｡養殖施設は内湾の場合は筏から垂下する方式

や中層浮子を使用しないのべ縄方式であるが，外海

に面した沿岸や湾口の広い湾では中層に浮子のある

のべ縄方式であった｡さらに水深50m前後の外洋域

に1カ所，ホタテガイ外洋養殖施設と同様な施設が

設置され,専用船で作業が行われていた18）｡

2.3.4　養殖生産量

　Fig. 5に養殖生産量を示す。生産量は1980年に

は 30トンだったが，1983年には 148トンと急増し

た。1984年には215トンと最大の生産量となったが，

その年から天然採苗で得られる稚貝数の減少が始

まった。そこで，生産者らの要望を受けて1991年

から県が人工種苗生産により種苗を供給したが，生

産技術の開発に時間がかかり，さらに生産者が必要

とする数の稚貝を供給できなかったため，養殖イタ

ヤガイの生産量は1991年以降減少し，2003年の 11 

トンを最後に統計上は生産がなくなった。

2.3.5　天然採苗

　天然採苗はホタテガイ同様，タマネギ袋に定置古

網などを入れて膨らませて採苗器とし，のべ縄方式
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の施設に採苗器を等間隔に取り付けた連を垂下する｡

通常は12月に垂下し，翌年5～ 6月に取り上げて

採苗器に入った稚貝を回収する18) ｡前年の天然採苗

により得られた殻長1cm以上の稚貝数と，養殖生産

枚数の推移を Fig.7 に示す。稚貝数は 1979 年の

91.7万個から1981年の 138.9万個まで緩やかに増

加し，1982年に 546万個と急増した後減少に転じ，

1989年以降は100万個以下の水準となった11)。

2.3.6　イタヤガイの人工種苗生産

　イタヤガイの人工種苗生産試験は掘田19)により最

初に取り組まれ，その後1980年代から1990年代に

かけて宮崎県，石川県，広島県の公立試験研究機関

および和歌山県の民間種苗生産機関が種苗生産に取

り組んだが，安定的な種苗生産技術の開発には至ら

なかった。本県では生産者の要望に応えるため， 

1988 年から本種の種苗生産技術開発試験を始め，

島根県栽培漁業センターで種苗を生産し生産者向け

に供給を始めたのはFig.8に示すように生産技術が

開発された1990年以降からである。1996年に最高

の52万 6,000個の稚貝を出荷した。しかし，天然

採苗量の減少に伴い，天然採苗由来の母貝の産卵誘

発や幼生飼育の成績が次第に悪くなり，稚貝の生産

量が低迷した。また，1998年にイワガキの人工種

苗生産が開始されたことから生産量は漸次縮小し，

2004 年の 9,000 個を最後に中止された。しかし，

本種の人工種苗生産技術開発の過程で得られた様々

な知見は，後にイワガキの人工種苗生産技術を開発

する際に非常に有用であった。

2.4　イワガキ養殖

2.4.1　生態と漁業

　イワガキは，イタボガキ科に属し，我が国では北

海道南部から九州までの外洋に面した水深2～ 20 

mまでの転石や岩礁に生息している。生息好適水温

は5～25℃の範囲で，30℃近い水温にも耐えられる。

また，塩分は28～ 35psuというごく限られた範囲

に適応し，塩分が急激に変動しやすい内湾，潮間帯

には生息せず，塩分など水質が安定し水交換のよい

外海の海底を主な生活の場とする20）。

　天然個体の主な産地は日本海側の秋田県，山形県，

新潟県および鳥取県であったが，近年，市場での需

要が増えたため，富山県，石川県，京都府といった

日本海側の府県に加えて関東，四国，九州地方の県

からの出荷も増加している（鈴木私信）。2001年の

全国の総漁獲量は2,135トン，漁獲金額8億 4,785

万円となっている20)。本種の養殖は，島根県や京都

府といった日本海側の府県に加えて岩手県，宮城県

や愛媛県，長崎県など，近年全国的に取り組まれる

ようになっている。

2.4.2　イワガキを養殖対象種として選定した経緯

　天然イワガキは前述したようにかつては鳥取県，

秋田県，山形県などの日本海側の一部の県で漁獲，

消費され，地域特産種的な扱いを受けており，隠岐

島では生息はしているが漁獲対象とはされず，食習

慣もなかった。しかし，1980年代の末頃から東京

など都市の住民にも本種が食用貝類として認知され

始め，市場の拡大が期待された。また，その頃種苗

数の減少などが原因でイタヤガイ養殖が低迷してお

り，イタヤガイに替わる種の種苗生産を島根県でも

検討していた。

　本種の天然採苗や養殖は1977年に秋田県で試み

られていたが21)，事業化には至っていなかった。島

根県における本種の養殖の実用化は1992年に人工

種苗生産に全国に先駆けて成功し，試験養殖により

2年あまりで商品サイズとなることを確認したこと

に始まる22)。引き続き隠岐島の一部の生産者が養殖

を実施していたが，もともと食習慣がなかったこと

もあり，地元の市場では販売が困難なため，ネット

販売や旅館への直接持ち込みなどで販売していた。

1998年頃から大阪市場などから引き合いが始まり，

イワガキ養殖への新規参入者も増加したことから，

島根県はイワガキ養殖の振興を決め，県の施設でも

種苗生産を開始したが，養殖イワガキがどの程度消

費者へ受け入れられるか不明であった。そこで，

2000年に隠岐島のイワガキブランド化推進協議会

を設立し，「隠岐のいわがき」の名称を決定すると

ともに，マーケテｲング調査を行い，当面1,000ト

ン程度の養殖イワガキのマーケットが存在するとい

う調査結果が得られた23)。それ以降，島根県は本格

的にイワガキを養殖対象種とし，種苗生産を始め

様々な支援を行っている。

2.4.3　イワガキの人工種苗生産

　本種の養殖用種苗は，ほぼすべてを人工種苗生産

により供給されている。Fig. 8に示すように島根

県栽培漁業センターの稚貝供給量は，1998年の採

苗器9,000枚（稚貝数換算では約9万個）から漸増

し，2009年には10万 3,000枚（約103万個）となっ



5島根県沿岸における二枚貝の増養殖に関する研究

ている24)。また，民間の主な種苗生産施設は2施設

であり，年により変動が大きいが，1施設で年間最

大3万枚程度の種苗生産能力がある。

　養殖イワガキの生産量は，種苗生産量の増加と共

に増大し，2001年には33トンであったが，2008年

には172トンとなった。

３　本研究の意義

　島根県では隠岐島を中心に養殖が行われてきた。

この水域ではかつてノリ養殖試験25)やマガキ養殖試

験26)が行われていたが，いずれも生育不良や身入り

の不良が生じ，結論として養殖場周辺水域が貧栄養

のため事業化は困難と判断された。また，山陰から

北陸の沿岸域では冬，夏期の透明度が高いことから，

クロロフィルa量が少ない海域とされている27)。そ

のため，植物プランクトンを摂餌する二枚貝を養殖

対象とする場合，クロロフィルa量が少ない環境で

も成長し，商品となる種を選定する必要があった。

そこで，島根県ではそのような水域でも生育し，商

品化が可能なイタヤガイやイワガキを対象種として

選定し，人工種苗生産技術や養殖技術を開発してき

た。イタヤガイは，人工種苗の供給開始時期が遅れ、

また、養殖では短期間で生産できるという点から要

望数量が多かったが、生産できた量は養殖の継続に

は不十分であったため生産が中止された。しかし，

食糧事情が変化すれば，再開の可能性は残っている

とも考えられている28)。また，イタヤガイで培った

技術を基に人工種苗生産技術を開発したイワガキは

今のところ島根県がトップランナーとなっている。

　本研究は当初，島根県の水産振興のために行って

きた。しかし，現状を俯瞰すると，本年70億人を

突破し増え続ける世界人口や EEZを始めとする各

国の資源の囲い込み強化等により，自国におけるタ

ンパク源確保の必要性はさらに高まっている。二枚

貝の養殖は前述のように，稚貝を海中に垂下し無給

餌で一定期間栽培後に収穫でき，沿岸海域の生産力

を効率的に利用した，環境に低負荷で持続性に優

れ，燃油などのエネルギーの消費も少ない，省エネ

ルギー型漁業の一つであり，タンパク源確保の観点

から今後重要性が増してゆくと考えられている。本

研究で対象としたイタヤガイやイワガキ等の外海に

生息する二枚貝は，今後，餌料の少ない沖合域に設

置可能な養殖施設を開発することにより，養殖が広

く普及する可能性が高まるとともに，開発された種

苗生産技術は，その他の外海に生息する有用二枚貝

類等にも応用できると考えられ，我が国におけるタ

ンパク源確保に寄与できると考えられる。

４　本論文の構成と概要

　本論文は，「第1章　イタヤガイ母貝の成熟促進

に関する研究」「第２章　イタヤガイの幼生飼育に

関する研究」「第３章　イタヤガイ稚貝の天然採苗

に関する研究」「第４章　養殖イワガキの成長と成

熟生態に関する研究」「第５章　総括」の全５章か

ら構成される。各章の概要を以下に記す。

　イタヤガイの人工種苗生産では，自然条件下で養

成した1齢貝を母貝として用いた場合，産卵盛期が

短いため生産時期が限られ，生産者からの稚貝の要

望数量を満たせない可能性が高かった。そこで，母

貝の成熟を促進することにより，生産可能な期間を

延長することを目指して，第1章では，イタヤガイ

母貝の成熟促進の可能性を投与餌料と水温から検討

した。

　また，人工種苗生産では，人為的な環境下で浮遊

幼生が高密度に飼育されるため，これまで自然環境

下では重要視されていなかった飼育水の物理・化学

的な性質の変化やウイルス・細菌感染などの要因が

幼生の主な減耗要因となっていた。これらの要因を

制御することが人工種苗生産を安定させる上で重要

であることから，第２章では，イタヤガイの人工種

苗生産を安定させるための技術開発を目的に，人工

飼育下でのイタヤガイ幼生と飼育水中の細菌相との

関わり，および細菌相の制御手法について検討した。

　さらに，人工種苗生産のみでは，生産者への種苗

供給量に限界があること，種苗生産時に様々なコス

トが発生することなどから，種苗の販売価格の低減

が困難であった。これに対し，変動は大きいが，天

然採苗は生産者にも取り組むことができ，かつ人工

種苗生産に比べて低コストで種苗を確保できること

から，第３章では，天然採苗量の増加を目的に，イ

タヤガイ母貝集団の造成が天然採苗に及ぼす効果に

ついて検討した。

　次に，イタヤガイに引き続き取り組んだイワガキ

については，人工種苗生産した稚貝の成長を確認す

る必要があった。また，カキ類の外部形態は生息環

境により相違することが知られているため，養殖

場所による成長の違いを知るためには，本種の成長

を把握するのに最も適した部位を抽出する必要があ
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る。そこで，第４章では，イワガキの増養殖の基礎

的な知見を得ることを目的に，まず養殖イワガキの

成長と形態変化を観察し，養殖イワガキと天然イワ

ガキの成長パターンの差違を検討すると共に，イワ

ガキの成長を解析するための実用的な測定部位の抽

出を行った。さらに，資源を持続的に安定して生産

するために重要な情報である産卵開始年齢や大きさ

を推定することを目的に，生育環境がほぼ同様であ

り連続した観察が容易な養殖イワガキを対象にし

て，最初の成熟過程を観察した。

　第５章では，本研究結果を総括した。
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Fig. 5      Changes in annual production in aquaculture in Shimane Prefecture.
      A: production of Buri, Japanese amberjack, Seriola quinqueradiata, Hirame, Bastard halibut,
      Paralichthys olivaceus, Wakame, Sea mustard, Undaria pinnatifida.
      B: production of Iwagaki, Iwagaki oyster, Crassostrea nippona, Itaya-gai, Bay scallop, Pecten 
      albicans, Hiougi-gai, Noble scallop, Chlamys nobilis, Hotate-gai, Japanese scallop,
      Patinopecten yessoensis.
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